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1　はじめに
　旧商法では，会社は営利の目的をもって設立された社団法人と定義されてい
たが（旧商法52条，54条1項），会社法では，「会社は，法人とする。」と規
定されているだけであって（会社法3条），営利性も社団性もそのこと自体を
示す文言が条文上は消滅している。しかし，立法担当官の解説によると，会社
の株主や社員が利益配当請求権及び残余財産分配請求権を有することは明らか
なので（会社法105条1項1号・2号，621条，666条），会社が対外的活動を
通じて上げた利益を株主・社員に分配することを意味する「営利を目的とする。」
という文言を用いる必要がないことがこのような改正がなされた理由としてあ
げられている（1）。したがって，会社は依然として営利法人であり，営利事業を
行うことによって利益を得るだけでなく，その利益を会社構成員である株主や
社員に分配することを目的としている。
　剰余金の配当については，旧商法と会社法において相当なちがいがある。そ
もそも旧商法では，「利益ノ配当」とされていたが，会社法では，持分会社に
ついては「利益の配当」（会社法621条），株式会社については「剰余金の配当」
（会社法453条以下）と区別されている。そのほかにも手続規制や財源規制を
はじめ多くの相違点があるため，違法な剰余金の配当が行われた場合の法律関
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係についても，新旧両法の間で差異が生じてくるのかどうかが問題になる。そ
こで以下においては，まず新旧両法における配当制度を比較したうえで，会社
法における剰余金の配当の要件を概観する。そして，違法な剰余金の配当が行
われた場合の法律関係について検討する。なお会社法は「剰余金の配当等」と
して，剰余金の配当と自己株式の取得について共通の財源規制をかけているが，
自己株式の取得のすべての場合について同じ取扱いがされるわけではない。例
えば，単元未満株式の買取請求（会社法155条7号，192条）や反対株主の株
式買取請求（同条13号，会社法施行規則27条5号）に応じて取得する場合，
吸収合併（会社法155条11号）や吸収分割（同条12号）などによる取得の場
合などには，財源規制はかからない。また剰余金の配当と自己株式の取得とで
は，その手続が異なるし，資本金額や発効済株式総数に及ぼす法的効果にもち
がい寮あるなど，他の面においても種々の相違点がある。そこで本稿では基本
的に剰余金の配当に限定して考察することとし，自己株式の取得については別
の機会に譲ることとしたい。
2　旧商法と会社法による配当制度の違い
（1）名称の変更
　上述したとおり，旧商法では，「利益ノ配当」とされていたのに対して，会
社法では，持分会社については「利益の配当」（会社法621条），株式会社につ
いては「剰余金の配当等」として，剰余金の配当だけではなく，自己株式の取
得についても，その全部の場合についてではないが，共通の財源規制をかけて
いる（会社法461条）②。その財源規制も，旧商法では「配当可能利益」とい
う言葉が使われ，配当可能利益の内容については規定されていたが（旧商法
290条1項），「利益」について，その内容を定める規定は置かれていなかった。
旧商法上は，「利益」の配当といっても，配当原資は利益に限られていたわけ
ではなく，利益配当が行われると，資本準備金以外の「その他の資本剰余金」
が減少することもあった（3）。それに対して，会社法においては，「剰余金」と
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いう概念と「分配可能額」という概念があり，剰余金の配当に対する直接の財
源規制については分配可能額という用語が使われている。
　自己株式に対しては，剰余金の配当をすることはできないものの，株式会社
は，株主に対し，剰余金の配当をすることができると規定されている（会社法
453条）。株主は剰余金の配当を受ける権利を有し，剰余金の配当を受ける権
利及び残余財産の分配を受ける権利の全部を与えない旨の定款の定めは，無効
とされており（会社法105条2項），株主権の中でも重要性の高いものと位置
づけられている。旧商法は，利益配当請求権について，会社法のような規定の
仕方はしていないが，各株主の保有株式数に応じて平等に利益配当をすべき旨
を規定していたので（旧商法293条），利益配当が株主に対して行われるもの
であることは明らかであったし，利益配当に株主平等の原則の適用があること
も明確にされていた。学説上も剥奪できない固有権と解されていた。会社法は，
配当は株主に対して行われるものであることを明らかにしたので，会社が株主
以外の者に対して行うものは剰余金の配当ではないということになる。また会
社法には，剰余金の配当における平等取扱いの規定は置かれていないが，株主
平等の原則を定ある明文の規定が置かれているので，実質的に相違はないといっ
てよいであろう。
②　回数制限の撤廃
　従来は，利益配当は1事業年度に1回に限ってできるにすぎず，そのほかに
は，事業年度が1年の会社であれば，1事業年度に1回に限り，中間配当をす
ることができるとされていた（旧商法293条ノ5）。それに対して，会社法で
は，剰余金の配当の回数に制限を設けずに，分配可能額の範囲内であれば，株
主総会の決議により，年に何回でも行えることになっている（会社法454条）。
そこで会社法は，期末に確定する「利益」の配当という考え方から，配当時に
確定する「剰余金」の配当という考え方に変わったといえるω。
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（3）現物配当の許容
　旧商法では，利益配当がもっぱら金銭配当に限られていたのに対して，会社
法における剰余金の配当にはこのような制限はなくなり，金銭以外によるいわ
ゆる現物配当が認められている。しかし，現物配当の場合，配当財産の換金の
煩わしさなどがあるため，原則として株主総会の特別決議が必要である（会社
法309条2項10号）。また現物配当を望まない株主に対しては，本来交付すべ
き現物の価値に相当する金銭を支払うこととする取扱いも認められている（会
社法454条4項1号）。この金銭分配請求権を株主に与えることとする場合は，
株主総会の普通決議で行うことができるし，後述する取締役会への決定の委任
も認められる（会社法459条1項4号但書）。金銭分配請求権を付与する場合
には，その行使期間の末日の20日前までに，株主に対して通知をしなければ
ならない（会社法455条1項）。配当財産については，配当を行う株式会社の
株式等（株式，社債，及び新株予約権）は除外されている（会社法454条1項
1号，107条2項2号ホ）。当該会社の株式等については，募集株式・募集新株
予約権。募集社債の発行等（会社法199条以下，238条以下，676条以下），株
式・新株予約権の無償割当て（会社法185条以下，277条以下）という手続が
別に規定されているので，それらの手続によるのが適当だということが理由と
してあげられている（5）冒⑥。
（4）連結配当
　会社法では，連結配当が可能になった（会社法施行規則2条3項22号，会
社計算規則2条3項51号）。従来，大会社については，連結計算書類の作成を
義務づけていたが（旧商法特例法19条の2，21条の33），それ以外の株式会社
の場合は，証券取引法（平成19年9月30以降は金融商品取引法）に基づいて
連結財務諸表を作成していても，旧商法特例法上の連結計算書類に関する規定
の適用を受けられなかった。またこれは表示規制にすぎず，配当規制はなかっ
たため，連結決算は赤字でも親会社に配当可能利益があれば，親会社は利益配
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当をすることが可能であった。会社法は，会計監査人設置会社について，各事
業年度に係る連結計算書類の作成を認め（会社法444条1項），大会社であっ
て金融商品取引法上の有価証券報告書提出会社については，連結計算書類の作
成義務を負わせている（同条3項）。さらに後述する分配可能額の計算におい
て減額すべき法務省令で定める額（会社法461条2項6号）として，株式会社
を連結配当規制適用会社（会社計算規則2条3項51号）とした場合において，
親会社である当該会社の最終事業年度の末日における個別貸借対照表上の剰余
金額が当該会社の連結貸借対照表上の剰余金等を下回る額を定あている（会社
計算規則158条4号）。したがって，単体ベースで利益剰余金がプラスであっ
ても，連結ベースで赤字のときは，剰余金の配当ができない可能性がある。旧
商法においても，親子会社や株式相互保有などの企業のグループ化の進展をふ
まえた規制は導入されていたが，会社法は連結規制を一層強化している。
3　剰余金の配当の財源規制
㈲　会社法と資本維持の原則
　会社法では，新株発行の時だけでなく，会社設立の時にも，実際に引受け・
払込みのあった限度で，株式発行の効力を認めるいわゆる打ち切り発行が認め
られ，資本確定の原則は廃棄されたといわれている。もともと昭和25年改正
が授権資本制度を導入したことにより，資本確定の原則は，定款に記載された
「株式会社の設立に際して発行する株式の総数」について引受けが確定してい
なければ，株式会社の設立が認められないという意味でのみ働いていたにすぎ
なかったが，会社法が設立時発行株式についても打ち切り発行を認めたことに
より，資本確定の原則は完全に放棄されたと考えてよいであろう（7）。そのこと
に関連して，資本金の概念も，設立又は新株発行に際してあらかじめ決定され
た発行価額の総額を原則とするのではなく（旧商法284条ノ2），実際に払込
み又は給付のあった財産の価額を原則とするとされており（会社法445条1項），
旧商法とかなりの変更が加えられている。これまで株式会社において特に重要
一273一
法科大学院論集　第7号
視されてきた資本充実の原則は，あらかじめ定められた資本金額に相当する出
資をさせて会社財産を充実させるというのが本来の意味であるが，会社法にお
いては，少なくともそのような意味で資本充実の原則を理解するのは困難であ
ると考えられる。しかし，株主有限責任原則がとられる株式会社においては，
会社財産の確保は債権者保護にとって非常に重要である。会社法においても，
現物出資や財産引受けの厳重な規制（会社法33条，46条，93条，207条），
発起人・取締役の価格填補責任（会社法52条，213条，286条），募集株式の
引受人からの相殺の禁止（会社法208条3項），預合いの規制（会社法64条2
項，965条）などの規定が置かれており，株式会社の財産的基礎の確保が依然
として重視されていると考えるべきであろう⑧。
　それに対して，不当な財産流出を防止するため，①剰余金配当及び自己株式
取得について，そのいずれであるかを問わず，統一的に財源規制を課すととも
に（会社法461条），②財源規制に違反して剰余金配当等に関する業務を行っ
た業務執行取締役や議案提案取締役等の責任について，分配可能額を超える部
分は，総株主の同意があっても免除できないとし（会社法462条3項），③純
資産額が300万円を下回る場合には剰余金の配当を禁止している（会社法458
条）（9）。したがって，③のように資本金と直接関係のない配当規制が導入され
た点では，財源規制に対する資本金の意味合いが薄弱になったことは否めない
かもしれないが，会社法においてもなお資本維持の原則は存続しているといえ
るであろう（1°）。
　なお剰余金については，株主総会の決議により，損失の処理，任意準備金の
積立てその他の剰余金の処分をすることができると規定されている（会社法
452条）。これらは，実際には会社財産の社外流出を伴うわけではなく，剰余
金を構成する各科目間の計数の変更にすぎない。それに対して，剰余金の配当
は，株主に対して会社財産を払い戻すものであるから，会社財産が社外に流出
する。また従来，委員会等設置会社でない株式会社の場合，利益処分として取
締役等に金銭の分配をする役員賞与が認められていたが，会社法は，どのよう
な名称であっても職務執行の対価として財産上の利益を取締役等に支給するも
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のを「報酬等」と定義して，株主総会の決議によって決定することを求めてい
る（会社法361条等）。つまり会社法は，従来実務上行われていた利益処分に
よる賞与と，費用処理される報酬の支払いとを区別していない。したがって，
税法上の取扱いはともかく，会社法上は，剰余金を財源とする役員賞与は認め
られないと考えられる（11）。
②　剰余金額
　剰余金を配当するのであるから，剰余金の額がどのようなものであるかを最
初に確認しておく必要があろう。剰余金には資本剰余金と利益剰余金の2種類
があるから，「剰余金額＝資本剰余金額＋利益剰余金額」となるはずである。
この点について，会社法446条によると，株式会社の剰余金の額は，次の①～
④の合計額から⑤～⑦の合計額を減じて得た額とすると規定されている。
　①最終事業年度の末日（12）におけるイ及びロに掲げる額の合計額からハか
　　らホまでに掲げる額の合計額を減じて得た額
　　イ　資産の額
　　ロ　自己株式の帳簿価額の合計額
　　ハ　負債の額
　　二　資本金及び準備金の額の合計額
　　ホ　ハ及び二に掲げるもののほか，会社計算規則149条で定める各勘定科
　　　目に計上した額の合計額
　②最終事業年度の末日後に自己株式の処分をした場合における当該自己株
　　式の対価の額から当該自己株式の帳簿価額を控除して得た額
　③最終事業年度の末日後に資本金の額の減少をした場合（会社法447条1
　　項2号）における当該減少額（減少する資本金の額の全部又は一部を準備
　　金とするときに，準備金とする額は除く。）
　④最終事業年度の末日後に準備金の額の減少をした場合（会社法448条1
　　項2号）における当該減少額（減少する準備金の額の全部又は一部を資本
　　金とするときに，資本金とする額は除く。）
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　⑤最終事業年度の末日後に自己株式の消却（会社法178条1項）をした場
　　合における当該自己株式の帳簿価額
　⑥最終事業年度の末日後に剰余金の配当をした場合における次に掲げる額
　　の合計額
　　イ　配当財産の帳簿価額の総額（金銭分配請求権を行使した株主に割り当
　　　てた当該配当財産の帳簿価額を除く。）
　　ロ　金銭分配請求権（会社法454条4項1号）を行使した株主に交付した
　　　金銭の額の合計額
　　ハ　基準未満株式（会社法456条）の株主に支払った金銭の額の合計額
　⑦⑤⑥のほか，法務省令で定める各勘定科目に計上した額の合計額
　これらのうち，②～⑥は，最終事業年度の末日後に自己株式の処分・消却，
資本金額・準備金額の減少，剰余金の配当をした場合であるから，最終事業年
度の末日における剰余金額を整理すると，「剰余金額；資産額＋自己株式の帳
簿価額の合計額一（負債額＋資本金額＋準備金額＋法務省令所定の各勘定科目
計上額の合計額）」となる。結局のところ，最終事業年度の末日における剰余
金の額は，その他資本剰余金の額とその他利益剰余金の額の合計額となる（13）。
前述したとおり，会社法は，1事業年度に複数回の剰余金の配当を認あている
から，その場合には，その時点における剰余金の額を計算する必要がある。そ
のため最終事業年度の末日後に自己株式の処分・消却，資本金額・準備金額の
減少，剰余金の配当をした場合には，会社法446条2～4号の額から5～7号の
額を減じた額を1号の額に加えなければならなくなる。つまり会社法446条は，
期中の資本取引を含めて，それぞれの時点において剰余金の額がどのように変
動しているかを示すものである（14）。
③　分配可能額
　株式会社が剰余金の配当をする場合には，剰余金の配当により株主に対して
交付する金銭等の帳簿価額の総額は，当該剰余金の配当がその効力を生ずる日
における分配可能額を超えてはならないと規定されている（会社法461条1項
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8号）。分配可能額の計算方法は，同条2項に規定されているが，相当に複雑
である。
　臨時決算をしなかった場合には，分配可能額は，「剰余金額一自己株式の帳
簿価額一会社計算規則186条に規定する額一最終事業年度の末日後に自己株式
の処分をした場合はその自己株式の対価の額」となる。つまり剰余金の配当を
行う当事業年度の前の事業年度の末日における貸借対照表を基礎として計算を
開始し，当事業年度中に剰余金の配当，自己株式の処分・消却，資本金・準備
金の額の減少などが行われれば，随時それらを反映させるという方法で算定さ
れる。旧商法においては，利益と配当可能利益はほぼ同じであったが，会社法
では，剰余金額と分配可能額はかなり異なることとなる。第1に，分配可能額
には資本金減少額と準備金減少額も含まれる。第2に，剰余金には自己株式の
帳簿価額が含まれるが，分配可能額には含まれない。第3に，自己株式の譲渡
益も分配可能額に含まれる。そして，臨時決算を行わないときは，分配可能額
に当事業年度の損益計算の結果は反映されないが，臨時計算書類を作成して株
主総会の承認を受けたときは，最終事業年度末日における剰余金額にその後の
期間の損益を加減する。会社法では最低資本金制度は廃止されたが，新たに純
資産額規制が定められ，純資産額が300万円未満のときは，剰余金の配当をす
ることができないと規定されている（会社法458条）（15）。このように剰余金配
当と自己株式の取得について，共通の財源規制をかけたことと，事業年度の途
中においても剰余金配当を可能としたことにより，会社法における剰余金配当
等の財源規制は，旧商法におけるそれと比較して，相当に複雑化している⑯。
4　剰余金の配当の手続規制
㈲　剰余金の配当を決定する機関の原則
　旧商法では，利益処分案又は損失処理案は定時株主総会の承認を得なければ
ならないとされていた（旧商法283条1項）。旧商法特例法上の（委員会等設
置会社以外の）大会社又はみなし大会社の場合には，各会計監査人の監査報告
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書に適正意見の記載があり，かつ，監査役会の監査報告書に会計監査人の監査
結果を不相当とする記載がないときは，貸借対照表及び損益計算書については，
定時株主総会の承認は必要なく，単にその内容を報告すれば足りるとされてい
たが（旧商法特例法16条1項），利益処分案又は損失処理案については定時株
主総会の承認が必要であった。それに対して，委員会等設置会社では，会計監
査人等の適法意見がある場合には，貸借対照表，損益計算書だけでなく利益処
分案又は損失処理案についても，取締役会の承認で足り，定時株主総会にはそ
の内容を報告すれば足りるとされていた（旧商法特例法21条の31第1項）。
しかし，委員会等設置会社と監査役会設置会社との間に，このようなちがいを
設ける合理的な理由は必ずしもない。そこで会社法は，機関設計のちがいによっ
て剰余金の配当等の決定権限を分けるのではなく，株主の意思を重視すること
とした（17）。
　会社法においても，従来通り，株式会社がその株主に対して剰余金の配当を
しようとするときは，株主総会の普通決議を必要とするのが原則である。剰余
金の配当をしようとするときは，その都度，①配当財産の種類・帳簿価額の総
額，②株主に対する配当財産の割当てに関する事項，及び，③剰余金配当の効
力発生日を決定しなければならない（会社法453条1項）。配当財産とは，株
式会社が剰余金の配当をする場合における配当する財産をいうと定義されてい
る（会社法2条25号）。①は，金銭以外による現物配当が認められることになっ
たため，その内容すなわち配当財産の種類を決定する必要が生じてきたためで
あろう。②は，種類株式発行会社において問題になる。株主に対する配当財産
の割当てに関する事項は，株主の有する株式の数に応じて配当財産を割り当て
ることを内容とするものでなければならないのが原則である（会社法453条3
項）。これは，株式会社は，株主を，その有する株式の内容及び数に応じて，
平等に取り扱わなければならない（会社法109条1項）とする株主平等の原則
に基づく。しかし，剰余金の配当について内容の異なる2種類以上の株式を発
行しているときは，株式会社は，それぞれの種類株式の内容に応じて，（ア）ある
種類の株式の株主に対して配当財産の割当てをしないこととするときは，その
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旨及び当該株式の種類，（／）そのほか配当財産の割当てについて株式の種類ごと
に異なる取扱いを行うこととするときは，その旨及び当該異なる取扱いの内容
を定めることができるとされている（会社法453条2項）。
（2｝剰余金の配当を決定する機関の特例
　剰余金の配当を決定する機関を株主総会ではなく，取締役会とするには，次
の要件を充足する必要がある（会社法459条1項）。すなわち，第1に，会計
監査人設置会社でなければならない。第2に，取締役の任期の末日が選任後1
年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結日前
であること，つまり定時株主総会日の関係で若干の超過はありうるが，取締役
の任期が1年以内でなければならない。第3に，監査役会設置会社又は委員会
設置会社でなければならない。第4に，剰余金の配当を取締役会が定めること
ができる旨を定款で定めておかなければならない。ただし，現物配当であり，
かつ，株主に対して金銭分配請求権を与えない場合を除くと規定されているの
で，この場合には，定款の定めがあっても，取締役会の決議で定めることはで
きない（同条1項4号但書）。またこの定款の定あは，最終事業年度に係る計
算書類について会計監査人及び監査役会又は監査委員会の適正意見があること
が効力要件とされている（同条2項，会社計算規則155条）。したがって，双
方の適正意見がなければ，取締役会の決議で決定することはできない。取締役
会の決議で剰余金配当等を定めることができる旨の定款の定めがある株式会社
では，会社法459条1項各号所定の事項を株主総会の決議によっては定めない
旨を定款で定めることができると規定されている（会社法460条1項）。そこ
で，このような定款の定めを置いている株式会社において，会社法459条所定
の事項を株主総会で決議する旨の株主提案をするには，この定款の定めを削除
する定款変更を併せて株主提案としなければならないこととなる（18＞
③　中間配当
従来，営業年度が1年の株式会社は，定款の定めにより，1営業年度につき
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1回に限って，取締役会の決議により中間配当をすることが認められていた
（旧商法293条ノ5）。会社法も，取締役会設置会社については，事業年度の途
中において1回に限り取締役会の決議によって剰余金の配当をすることができ
る旨を定款で定めることができるとしている（会社法454条5項）。なお他の
場合と異なり，中間配当では，配当財産は金銭に限られる。旧商法では，利益
処分は株主総会の専決事項なので，取締役会決議によって行われる中間配当は
「利益配当」ではなく，「金銭の分配」であるとされていたが，その実質は，配
当と異ならなかった（19）。会社法は，中間配当も剰余金の配当としており，実質
に沿ったとらえ方といえる。
5　財源規制違反の剰余金配当一決算期一
（1）財源規制違反の剰余金配当に関する責任
　前述したように，会社法は，剰余金の配当だけでなく，自己株式の取得のか
なりの部分についても包括的に「剰余金の配当等」として，統一的な財源規制
をかけている（会社法461条）。そして，財源規制に違反して剰余金の配当等
が行われた場合の責任についても，一括して規定している。会社法462条1項
によると，分配可能額を超えて剰余金の配当等をしてはならないとする会社法
461条1項の規定に違反して，株式会社が同項各号に掲げる行為をした場合に
は，①当該行為により金銭等の交付を受けた者並びに②当該行為に関する職務
を行った業務執行者及び③当該行為が会社法462条1項各号に掲げるものであ
る場合における当該各号に定ある者は，当該株式会社に対し，連帯して，当該
金銭等の交付を受けた者が交付を受けた金銭等の帳簿価額に相当する金銭を支
払う義務を負うと規定されている。このうち，剰余金の配当については，会社
法462条1項6号が前条（461条）1項8号に掲げる行為と規定し，会社法461
条1項8号が「剰余金の配当」と規定しているので，財源規制違反の剰余金配
当に関するものであることが明らかになる。
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②　株主の責任
　財源規制に違反する剰余金の配当が行われた場合に，会社に対して責任を負
うのは，第1に，当該行為により金銭等の交付を受けた者である（会社法462
条1項柱書）。これは剰余金の配当を受け取った株主を意味する。金銭配当で
あれば，受け取った配当金と同額の金銭を支払う義務を負う。現物配当の場合
も，当該金銭等の交付を受けた者が交付を受けた金銭等の帳簿価額に相当する
金銭を支払う義務を負うと規定されているので，受け取った現物の返還ではな
く，金銭で支払うことになるが，現物が手元にある場合にも金銭で支払わせる
ことが適当かは大いに疑問である。この点は，違法な剰余金の配当の効力をど
のように解するかという問題と関係するであろう。旧商法には，会社に対する
株主の支払義務の規定はなかったが，配当可能利益の制限に違反する違法配当
は資本充実の原則に反し無効であると一般に解されていた（この点について解
釈上争いはなかったと思う）。したがって，株主は，法律上の原因なく会社の
財産によって利益を受け，そのために会社に損失を及ぼしたことになるから，
会社に対して不当利得の返還義務を負うと解されていた（民法703条，704条）。
この点について，立法担当官によると，財源規制違反の剰余金配当等自体は無
効とせず，会社法462条1項に規定された者が法定の特別な責任を負うことと
したと説明されている。したがって，この有効説からは，462条責任は，不当
利得の返還義務とは異なる内容のものであることになる（2°）。この点は無効説も
有力に主張されており，後ほど検討する。
　会社法462条2項は，業務執行者等がその職務を怠らなかったことを証明し
たときは，同条1項の責任を負わないとして，立証責任の転換された過失責任
であることを明らかにしているが，株主はこの規定の適用対象となっていない。
したがって，株主の支払義務は，無過失責任か又は立証責任の転換されない通
常の過失責任と解すべきことになる。私法上の過失責任主義からすれば，後者
のように解すべきかも知れないが，立法担当官によると，無過失責任とされて
いる（2D。
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　株式会社の債権者は，この支払義務を負う株主に対し，その交付を受けた金
銭等の帳簿価額か，その債権者の会社に対する債権額のいずれか少ない額を限
度として，その額に相当する金銭を自己に対して支払わせることができる（会
社法463条2項）。従来，債権者に認められていたのは，違法配当額を会社に
返還するように株主に対して請求することであり（旧商法290条2項），ほと
んど実効性のないものであったから，債権者の権利が大幅に強化されている。
民法の債権者代位権の場合には，裁判上の代位によらなければならないとか
（民法423条2項），債務者が無資力でなければならない（最判昭49．11．29民
集28巻8号1670頁）といった制約があるが，会社法463条2項の場合は，こ
のような制約がなく，債権者代位権の特則として規定が整理されたと説明され
ている（22）。これに対して，債務者の無資力を要件としないと，債権者の権利が
強すぎるという反対説も有力である（23）。同項は，会社法462条1項の「規定に
より義務を負う株主に対し」と定めるだけであるので，債権者は，株主が財源
規制違反について善意か悪意かにかかわらず，この請求をすることができると
解される。
　責任免除については，業務執行者及び会社法462条1項各号に定める者の負
う義務は，総株主の同意があれば，配当時の分配可能額を限度として免除する
ことも認められている（同条3項）。ここで株主が除外されている点をどう解
するかである。旧商法には責任免除できないという規定はなかったが，会社法
は，同項のように責任免除を認あないという規定を置いている。したがって，
責任免除に関する特別規定がない場合には，一般原則に従って処理すべきだと
も考えられる。そうすると総株主の同意がなければ責任を免除できないという
規定がない場合には，反対解釈として，一般原則により責任免除でき，責任免
除は業務執行事項なので，取締役（取締役会設置会社では取締役会）の決定で
足りるということになりそうである（24）。しかし，これを肯定すると，債権者の
請求権も消滅することになるのであろうか。そうだとすると，詐害行為取消権
が問題になりそうである。
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（3）取締役等の責任
　財源規制違反の剰余金の配当につき，会社に対する責任を負うのは，第2に，
当該行為に関する職務を行った業務執行者である（会社法462条1項柱書）。
ここで業務執行者とは，当該業務執行取締役（委員会設置会社であれば執行役）
の行う業務の執行に職務上関与した者として法務省令で定めるものとされてい
る。それを受けて法務省令は，会社法462条1項各号が列挙する以外の部分に
関するものとして，剰余金の配当の場合は，（i）剰余金の配当による金銭等の交
付に関する職務を行った取締役及び執行役，（ロ）剰余金の配当の決定（会社法
454条1項）に係る株主総会において剰余金の配当に関する事項について説明
をした取締役及び執行役，㈲会社法454条1項の規定による決定に係る取締役
会において剰余金の配当に賛成した取締役，㊤分配可能額の計算に関する報告
を監査役又は会計監査人が請求したときは，当該請求に応じて報告をした取締
役及び執行役をあげている（会社法施行規則116条15号，会社計算規則159
条8号）。
　第3に，会社法462条1項6号に定める者，すなわち（／）剰余金の配当の決定
（会社法454条1項）に係る株主総会の決議があった場合で，その決議によっ
て定められた配当財産の帳簿価額が決議日における分配可能額を超える場合に
は，その株主総会にその配当議案を提案した取締役，及び（ロ）会社法454条1項
の規定による決定に係る取締役会の決議があった場合で，その決議によって定
められた配当財産の帳簿価額が決議日における分配可能額を超える場合には，
その取締役会に配当議案を提案した取締役である。
　定時株主総会に基づいて行われる剰余金の配当の場合，取締役会・会計監査
人設置会社であれば，計算書類は，取締役又は執行役が作成し，会計監査人さ
らに監査役又は監査委員会の監査を経て，取締役会の承認を受け，株主総会に
提出される（会社法435条～438条）。他方，剰余金配当議案は計算書類に基
づいて作成され，取締役会の承認を受けて，株主総会の決定に従って剰余金の
配当が行われる（会社法454条）。ところがそのようにして行われた剰余金の
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配当が分配可能額の制限に違反していた場合に，これらに関与した取締役等の
責任が生ずる。上記の諸規定から，①監査をする会計監査人・監査役に分配可
能額の説明をした取締役・執行役，②株主総会への配当議案の提案が取締役会
の決議に基づくときは，その決議に賛成した取締役，③その配当議案を株主総
会に提案した取締役，④その配当議案について株主総会で説明をした取締役・
執行役が該当することは明白である。配当議案を作成した者は明記されていな
いが，①③が該当すると思われるし，通常は④も該当するであろう。⑤剰余金
の配当による金銭等の交付に関する職務を行った取締役・執行役がこれに該当
するとも考えられる。剰余金の配当を取締役会が決定する旨の定款の定めがあ
る場合（会社法459条）については，⑥財源規制に違反する剰余金配当議案を
取締役会に提案した取締役や，⑦その決定に賛成した取締役は，当然責任を負
うことになる。この場合は，「会社法454条1項の規定による決定に係る取締
役会の決議があった場合」に該当するが，「会社法459条」ではなく，「会社法
454条1項」の規定による決定に係る取締役会の決議という文言は，わかりに
くいのではなかろうか。
　また会計参与設置会社では，会計参与が取締役と共同して計算書類を作成す
るが（会社法375条1項），462条責任の対象ではないようである。会計参与
は，配当議案を作成するわけではないが，財源規制違反の剰余金配当の場合は
粉飾決算が行われるのが通常であろうし，任務慨怠責任（会社法423条1項）
で十分であろうか。もっとも計算書類の虚偽記載の場合，第三者に対しては，
立証責任の転換された過失責任を負うので（会社法429条2項2号），必ずし
も責任が軽いとわけではないともいえよう。監査役及び会計監査人についても，
この点は同様であると考えられる（会社法423条1項，429条2項3号・4号）。
　従来は，利益配当の制限の規定（旧商法290条1項）に違反する利益配当に
関する議案を総会に提出し又は中間配当限度額の規定（旧商法293条ノ5第3
項）に違反する金銭の分配をしたときは，違法に配当又は分配された額につき，
弁済責任を負うものとされていた（旧商法266条1項1号）。多数説は，この
責任について，資本維持の原則を根拠に無過失責任と解していたが，過失責任
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説も有力に主張されていた（25）。委員会等設置会社では，取締役及び執行役は過
失責任を負うとされていたが（旧商法特例法21条の17，21条の18），監査役
設置会社と委員会等設置会社との間でこのような差異を設ける合理性がないと
批判されていた。また会計処理には将来予測的な処理が要求されるのに，結果
責任を課すのは酷だともいえるであろう（26）。会社法462条2項によると，業務
執行者及び同条1項各号に定める者が，その職務を行うについて注意を怠らな
かったことを証明したときは，同条1項の義務を負わないと規定している。し
たがって，立証責任の転換された過失責任ということになる。
　責任免除については，業務執行者及び同条1項各号に定める者の負う義務は，
原則として免除できないが，総株主の同意があれば，配当時の分配可能額を限
度として免除することが認められる（会社法462条3項）。従来，総株主の同
意があれば，配当可能利益の制限に違反する利益配当をした取締役等の責任の
免除が認あられていたが（旧商法266条5項，旧商法特例法21条の17第2項，
21条の18第2項），会社債権者を無視して総株主の同意による責任免除を認
めるのは適当でないということから，分配可能限度額を超えて配当された部分
については，たとえ総株主の同意があっても，責任免除が認められないことに
なった（27）。
　支払義務を果たした業務執行者から求償の請求があった場合，配当された金
銭等の帳簿価額の総額がその効力発生日における分配可能額を超えることにつ
き善意の株主は，それに応じる義務を負わないとされている（会社法463条1
項）。それに対して，悪意の株主は，業務執行者等の求償に応じなければなら
ない。この点は旧法と変わらない（旧商法266条ノ2）。自ら違法行為をした
業務執行者等が善意の株主に対して求償するのは不当であるという利益考量に
よるものと理解される。
6財源規制違反の剰余金配当一期中一
会社法では，事業年度の途中でも，株主総会の決議により，剰余金の配当を
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できることになったため，責任につき新たな考慮が必要となる（会社法454条）。
株式会社が事業年度の途中で剰余金の配当をした場合に，その時点では分配可
能額の制限を守っていても，その事業年度末に結果的に分配可能額がマイナス
になったときは，当該剰余金の配当に関する職務を行った業務執行者は，会社
に対し，連帯して，そのマイナス額と配当額のいずれか少ない額を支払う義務
を負う。ただし，業務執行者がその職務を行うについて注意を怠らなかったこ
とを証明した場合は，義務を免れる（会社法465条1項）。この義務も，総株主
の同意がなければ，免除することができない（同条2項）。旧商法においても，
中間配当等について同様の責任規定があったのを引き継いだものである（旧商
法293条ノ5第5項）。なお資本金の減少や準備金の減少に伴う剰余金の配当
の場合には，この義務は発生しない（同条1項10号ロバ）。これらは，旧商法
における実質上の資本減少と実質上の準備金減少に相当するものと考えられる。
7財源規制違反の剰余金配当の効力
　財源規制違反の利益配当は，資本の充実を害し，無効であるというのが，旧
商法時代の定説であった。しかし，会社法の立法担当官の解説によると，財源
規制違反の剰余金配当も有効と解している。この説は，財源規制違反の行為を
有効とすることで，不当利得法理に内在する難点を排除し，会社法独自のルー
ルによって関係者間の利益調整を図ることを目的とすると主張する。そのため，
会社法462条の支払義務を法定の特別な責任と解している（28）。有効説は，①会
社法463条1項が「当該行為がその効力を生じた日」という文言を使うことで，
当該行為が有効であることを表現していること，②無効説は財源規制違反責任
と不当利得返還義務を併存させるメリットがないこと，③現物配当において，
財源規制違反責任と配当財産の不当利得返還義務との関係を合理的に説明でき
ないこと，④自己株式の処分において，譲渡人の財源規制違反責任と会社の株
券返還義務とに同時履行の関係を認めると，会社から株式の返還があるまでは
株主が交付を受けた金銭等の返還を拒めることになり，財源規制違反責任が無
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力化すること，⑤会社が譲渡人に株券を返還できない場合，不当利得返還義務
の履行により，会社財産が殿損するおそれがあること，⑥会社が株式を譲渡人
に返還する前の議決権の取扱いをめぐり，法律関係の安定が害されるおそれが
あること等をその論拠としている。このうち，④～⑥は自己株式の取得に関す
る論拠である。
　それに対して，会社法の下でも学説の多くはむしろ無効説に立っている（29）。
①分配可能額の制限に違反する場合には，その行為は強行法規違反として無効
と解するのが自然であること，②違法な株主総会や取締役会の決議は無効と解
するのが私法の一般原則であること，③純資産額が300万円を下回る場合の剰
余金の配当は会社法458条の文言から無効と解さざるを得ないが，それとのバ
ランスから無効と解すべきこと，④自己株式の取得を有効とすると，譲渡人で
ある株主が会社に対して株式の交付を請求する法的根拠を説明しにくいこと等
が論拠とされている。前述したように，有効説によれば，現物配当の場合にも，
受け取った現物の返還ではなく，交付を受けた財産の帳簿価額に相当する金銭
を支払わせることになるが，価額の評価時点による変動の問題が生じ，疑問で
ある。また有効説は，462条責任を法定の特別責任と解するが，その実質を損
害賠償責任と理解するならば，私法の過失責任主義の下では過失責任とするの
が本筋であろう。実際に剰余金配当議案の提案等を行った業務執行者等が過失
責任であるにもかかわらず，受け身でしかない株主に無過失責任を負わせるに
は，それなりの根拠が必要であろう。それに対して，無効説では，善意でも現
存利益の返還に限定されないという意味において，不当利得返還義務を強化し
たものと解することができるから，無過失でも返還義務を負うことに問題はな
い。さらに支払義務を果たした業務執行者等は，少なくとも悪意の株主に対し
ては求償権を行使できるが，なぜ業務執行者が株主よりも優位するのであろう
か。剰余金の配当を無効と解するからこそ，株主が第一義的に不当利得の返還
義務を負うが，その回収に困難が伴うため，剰余金配当議案の提案等を行った
業務執行者等にも支払義務を負わせたのであり，したがって，本来の義務者で
ある株主に対する求償が認められるのではなかろうか。また会社法463条の求
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償権と債権者の請求権については，当該株主が交付を受けた金銭等の帳簿価額
に相当する金銭等に限定されることは文言上明らかである。それに対して，
462条責任は，株主及び業務執行者等の連帯責任とされているが，株主の支払
義務は自己が交付を受けた金銭等の帳簿価額に相当する金銭等に限定されるの
か否かは，文言上必ずしも明らかではない。数千円，数万円の配当金を受け取っ
た一般株主が連帯責任ということで，数億円もの請求を受けるのは明らかに不
当である。無効説に立って462条責任を不当利得的に構成すれば，株主の支払
義務は，交付を受けた金銭等の帳簿価額に限定して理解することができるであ
ろうが，有効説の場合は，支払義務を限定する何らかの論理が必要だと思われ
る。このように有効説には越えるべき難点がある。法定責任説といいながら，
その内容が明確に定められていなければ，徒に解釈上の疑義を生むばかりであ
る。自己株式の取得の場合には，無効説をとると取引の安全が害されるケース
があるかも知れない。462条責任は，自己株式の取得も剰余金の配当も一括し
て規定しているが，財源規制の要請がある点では両者は共通するものの，両者
の性質や効果にはかなりの違いがある。有効説は，それにもかかわらず両者を
統一的に解釈しようとして，かなり無理をせざるを得なくなったといえそうで
ある㈹。
8手続違反の剰余金配当の効力
　財源規制には違反していないが，必要な決議を欠く場合の剰余金配当の効力
についても，無効と解すべきである。この場合については，会社法は規定を欠
くが，無効であれば，株主は不当利得返還義務（民法703条，704条），取締
役等は任務解怠責任（会社法423条1項）を負うことになる。財源規制に違反
する株主総会又は取締役会の決議は，決議内容の法令違反として，決議は無効
と解されるが，この場合は462条責任が適用されることになろう。株主平等原
則違反の剰余金配当も無効と解し，不当利得返還義務や任務慨怠責任が生じる
と解すべきであろう。
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9最後に
　会社法は，旧商法を相当大胆に改変しているが，「剰余金の配当等」もその
一っである。資本金制度が大きく変わり，会社債権者保護のあり方もだいぶ後
退しているようである。規定の構造が大きく変化しただけでなく，従来争いな
く認められてきた解釈の見直しもされようとしている。そのこと自体は法解釈
の進歩のため望ましいことである。しかし，株主有限責任の原則が維持されて
いる以上，株式会社財産の確保・維持の要請は依然として大きいといわざるを
得ない。特に剰余金の配当は会社財産が流出する重大な局面であり，過去にお
いても経営状態の悪化した上場企業の経営者が粉飾決算をし，違法配当を重ね
る事例が少なからずあった。もちろん会社法や金融商品取引法は，厳格な刑事
責任を定めているが，民事においても株式会社財産の確保・維持を図るととも
に，関係者間の公平な利害調整が達成できるような解釈が必要である。
　　　　　　　　　　　　　　　　〈注〉
（1）相澤哲編著「一問一答新会社法』25頁（2005年，商事法務）。
（2）　立法担当官によると，自己株式の取得は株主に対する株式会社財産の払戻しに
　　ほかならないから，債権者と株主との間の利害調整規定である財源規制がかかる
　　のが原則であると説明されている（相澤・前掲書158頁）。
（3）　相澤哲＝岩崎友彦「新会社法の解説（10）　株式会社の計算等」商事法務1746
　　号35頁。
（4）岸田雅雄「剰余金の配当規制」新「会社法」詳解・企業会計特別保存版175頁
　　（2005年，中央経済社）。
（5）　相澤＝岩崎・前掲36頁。
（6）平成2年改正までは，利益配当の全部又は一部を新株で行う株式配当の制度が
　　あったが（平成2年改正前商法293条ノ2），その性質について，分配可能利益
　　の資本組入れを伴う株式分割と解する見解と，現金配当に代わる利益配当と解す
　　る見解が対立していた。前説は，竹内昭夫『剰余金の資本組入』（1962年，東大
　　出版会），矢沢惇『企業会計法の理論改訂版』413頁（1981年，有斐閣）等，後
　　説は，久保欣哉『株式配当論』（1960年，千倉書房），大隅健一郎「準備金の資
　　本組入と株式分割」田中耕太郎編『株式会社講座IV』1407頁（1958年，有斐閣）
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　　等。平成2年改正商法は，株式配当と新株の無償交付を廃止して，株式分割に一
　　本化した。会社法は，株式無償割当ての制度を新たに設けるとともに（会社法
　　185条以下），株式配当ではないが，現物配当の制度を設けている。
（7）　郡谷大輔＝岩崎友彦「会社法における債権者保護〔上〕」商事法務1746号49
　　頁，加美和照『新訂会社法第9版』63頁（2007年，勤草書房），神田秀樹『会社
　　法第11版』（2009年，弘文堂），245頁，弥永真生『リーガルマインド会社法第
　　11版』23頁（2008年，有斐閣）。
（8）　稲葉威雄「資本・剰余金分配規制」稲葉威雄＝尾崎安央編『改正史から読み解
　　く会社法の論点』293頁以下（2008年，中央経済社），前田庸『会社法入門第11
　　版』22頁（2006年，有斐閣），加美・前掲書63頁。それに対して，郡谷＝岩崎。
　　前掲49頁，弥永・前掲書23頁は，資本充実の原則も廃棄されたとしている。
（9）　相澤・前掲書31頁。
（10）　弥永・前掲書23頁は，大幅にその機能が低下したとしている。また郡谷＝岩
　　崎・前掲50頁は，配当規制は株主に対する会社財産の払戻しを規制するものな
　　ので，これを資本維持の原則という言葉で説明することに反対している。
（11）　相澤＝岩崎・前掲34頁。
（12）　最終事業年度とは，各事業年度にかかる計算書類につき株主総会又は取締役会
　　の承認を受けた場合における当該各事業年度のうち最も遅いものをいう（会社法
　　2条24号）。
（13）　会社法446条1号ホに規定する法務省令で定める各勘定科目に計上した額の合
　　計額について，会社計算規則149条は，①の額から②～④の合計額を減じて得た
　　額と規定している。
　　　①会社法446条1号イ及びロに掲げる額の合計額
　　　②会社法446条1号ハ及び二に掲げる額の合計額
　　　③その他資本剰余金の額
　　　④その他利益剰余金の額
　　　つまり，会社法446条1号の額＝イ＋ローハーニーホであるが，ホ＝イ＋ロー
　　ハーニー③一④であるから，イ～二は相殺されて，結局，最終事業年度の末日に
　　おける剰余金の額は，③その他資本剰余金の額と④その他利益剰余金の額の合計
　　額になる。
（14）剰余金の額は，会社法の概念というよりも，一定の会計基準等に従って行われ
　　る会計処理の結果，決定される概念であると説明されている（相澤哲＝郡谷大輔
　　「新会社法関係法務省令の解説（9）分配可能額〔上〕」商事法務1767号34頁）。
　　なお会社法446条7号に規定する法務省令で定める各勘定科目に計上した額の合
　　計額については，会社計算規則150条1項が，①～④の合計額から⑤⑥の合計額
　　を減じて得た額と規定している。そのほか最終事業年度のない会社と，最終事業
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　　年度の末日後に持分会社が株式会社となった場合について特則がある（同条2項・
　　3項）。
　　　①最終事業年度の末日後に剰余金の額を減少して資本金の額又は準備金の額
　　　　を増加した場合における当該減少額
　　　②最終事業年度の末日後に剰余金の配当をした場合における会社計算規則
　　　　23条1号ロ及び2号ロに掲げる額
　　　③最終事業年度の末日後に株式会社が吸収型再編受入行為に際して処分する
　　　　自己株式に係る会社法446条2号に掲げる額
　　　④最終事業年度の末日後に株式会社が吸収分割会社又は新設分割会社となる
　　　　吸収分割又は新設分割に際して剰余金の額を減少した場合における当該減少
　　　　額
　　　⑤　最終事業年度の末日後に株式会社が吸収型再編受入行為をした場合におけ
　　　　る当該吸収型再編受入行為に係る次に掲げる額の合計額
　　　　イ　吸収型再編後のその他資本剰余金額から吸収型再編直前の資本剰余金額
　　　　　を減じて得た額
　　　　ロ　吸収型再編後のその他利益剰余金額から吸収型再編直前のその他利益剰
　　　　　余金額を減じて得た額
　　　⑥　最終事業年度の末日後に会社計算規則21条の規定により増加したその他
　　　　資本剰余金の額
　　　これと比較して，企業会計上の「剰余金」は「会社の純資産額が法定資本の額
　　を超える部分」とされており（企業会計原則注解注19），かなりシンプルな規定
　　ぶりである。企業会計原則は，剰余金を最終年度の末日で確定させるのに対し，
　　会社法は期中の増減を剰余金に反映させるため，このような差異を生じさせたと
　　考えられる（尾崎安央「剰余金の分配可能額の定め方，その違反の効果」会社法
　　の争点・ジュリスト増刊184頁）。
（15）300万円というのは，旧有限会社の最低資本金と一致する（旧有限会社法9条）。
　　会社法は最低資本金制度を廃止したが，配当拘束としての役割は残されることと
　　なったため，300万円の純資産額規制を存続させたと説明されている（相澤＝岩
　　崎・前掲36頁）。
（16）　株主優待制度は，剰余金の配当と一応は区別されるが，その内容によっては，
　　現物配当と実質的に変わらない場合も考えられる。例えば，自社の製品の割引購
　　買券を交付するような場合には，利用されなければ価値はないし，また通常は多
　　少の利益を会社にもたらすと考えられるので，財源規制の対象にはならないと思
　　われる。私鉄会社が自社の路線の無料乗車券を交付する場合も，いずれにせよ車
　　両は走行させているので，特別な出摘はないから，現物配当と解すべきではない
　　であろう。しかし，会社がその無料乗車券を買い取るとすれば，実質的に金銭配
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　　当と異ならない。株主たる地位に対して持株数に応じて交付される株主優待乗車
　　券を，使い切れないため，会社に換金してもらっていた場合は，その株主優待乗
　　車券が金銭的価値を有することは明らかであるから，配当金の支払にかえて現物
　　を配当するものということができるとの判例がある（高知地判平2．　3．　28金判
　　849号35頁）。またお米や電子マネーなどを購入して保有株式数に応じて交付す
　　る場合は，現物配当と解すべきではなかろうか。
（17）　相澤＝岩崎・前掲37頁。
（18）　相澤＝岩崎。前掲38頁。
（19）上柳克郎＝鴻常夫＝竹内昭夫編『新版注釈会社法（9）株式会社の計算（2）』
　　〔河本一郎〕177頁（199正年，有斐閣）。
（20）　相澤＝岩崎・前掲39頁。
（21）　相澤＝岩崎。前掲40頁。
（22）　相澤＝岩崎・前掲41頁。債権者代位権の行使について，判例は，債権者が直
　　接自己への給付を請求できるとしている（大判昭10．3．12民集14巻482頁）。
（23）　江頭憲治郎『株式会社法第2版』607頁（有斐閣，2008年）。
（24）相澤＝岩崎・前掲40頁は，株主は過失の有無を問わずこの弁済貴任を負うが，
　　取締役が責任を負うことを承知して，株主の責任を免除することは差し支えない
　　とする。弥永真生「「会社法』と分配可能額を超えた剰余金の配当等」企業会計
　　57巻11号は，責任免除に関する規定が設けられていない場合には，原則に従っ
　　て代表者が免除できると解するのが自然であるとする。
（25）　酒巻俊雄「取締役の会社に対する責任」取締役の責任と会社支配13頁（成文
　　堂，1967年），上田宏「違法配当の法律関係について」法学20巻4号179頁。
（26）　相澤＝岩崎・前掲40頁。
（27）　相澤＝岩崎・前掲40頁。
（28）　相澤＝岩崎・前掲39頁。葉玉匡美「財源規制違反行為の効力」商事法務1772
　　号33頁以下。
（29）　弥永・前掲注（24）75頁。江頭・前掲書614頁，加美・前掲書484頁，神田・
　　前掲書272頁，龍田節『会社法大要』406頁（有斐閣，2007年），前田庸『会社
　　法入門第11版』599頁（有斐閣，2006年），宮島司『新会社法エッセンス第2版』
　　343頁（弘文堂，2006年），吉本健一「レクチャー会社法』351頁（中央経済社，
　　2008年），石山卓磨「現代会社法講義第2版』316頁（成文堂，2009年），近藤
　　光男『最新会社法第5版』348頁（中央経済社，2009年），柴田和史『会社法詳
　　解』302頁（商事法務，2009年），大隅健一郎＝今井宏＝小林量『新会社法概説』
　　330頁（有斐閣，2009年）ほか。
（30）　尾崎安央「会社の計算」ジュリスト1315号14頁は，横断的規制の悪い面が出
　　ていると指摘する。
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